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第十一章 女性の活躍推進への意識について 

 

１．女性の活躍推進への考え方【問２】 

全体では、女性の活躍を推進することについて『必要』（「必要」「どちらかといえば必要」の合計）が

89.8％と高くなっており、『不要』（「不要」「どちらかといえば不要」の合計）は 8.6％となっている。 

年代別でみると、いずれの年代も『必要』の割合が高く、30 歳代、40 歳代では 91.6％と高くなってい

る。 

配偶者の有無別でみると、余り大きな差はみられないが、配偶者有、無ともに『必要』の割合が 90.2％、

89.6％とそれぞれ高くなっている。 

 

［図表 11-1-1］女性の活躍推進への考え方（全体・年代別）≪ＳＡ≫ 

 

 

 

［図表 11-1-2］女性の活躍推進への考え方（配偶者の有無別）≪ＳＡ≫ 

  

 必要  どちらかといえば必要  どちらかといえば不要  不要  無回答

48.8 

50.0 

49.5 

51.3 

44.6 

49.5 

57.1 

41.0 

50.0 

41.8 

40.3 

47.0 

37.5 

28.6 

7.3 

0.0 

7.7 

6.5 

5.6 

9.6 

7.9 

1.3 

0.0 

0.0 

1.3 

1.2 

1.4 

3.2 

1.6 

0.0 

1.1 

0.6 

1.6 

1.9 

3.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 （n=768）

年代

19歳以下 （n=2）

20歳代 （n=91）

30歳代 （n=154）

40歳代 （n=249）

50歳代 （n=208）

60歳代以上 （n=63）

 必要  どちらかといえば必要  どちらかといえば不要  不要  無回答

48.8 

48.8 

49.4 

41.0 

41.4 

40.2 

7.3 

6.3 

8.5 

1.3 

1.6 

0.7 

1.6 

1.8 

1.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 （n=768）

配偶者 有 （n=490）

無（n=271）
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子どもの数別でみると、いずれの人数も『必要』の割合が高く、1人では 91.5％と最も高くなっている。 

雇用形態別でみると、正社員、非正社員ともに『必要』の割合が高く、正社員が 89.6％、非正社員が 92.1％

となっている。 

前回の調査と比較すると、今回の調査と前回の調査ともに『必要』の割合が概ね 90％と高くなっている。

「必要」では前回の調査より 4.9ポイント減少している。 

 

［図表 11-1-3］女性の活躍推進への考え方（子どもの数別）≪ＳＡ≫ 

 

 

［図表 11-1-4］女性の活躍推進への考え方（雇用形態別）≪ＳＡ≫ 

 
 

［図表 11-1-5］女性の活躍推進への考え方（前回調査との比較）≪ＳＡ≫ 

  

 必要  どちらかといえば必要  どちらかといえば不要  不要  無回答

48.8 

45.8 

51.7 

49.6 

50.8 

50.0 

41.0 

44.4 

39.8 

40.3 

36.7 

12.5 

7.3 

8.0 

5.9 

6.8 

9.2 

12.5 

1.3 

0.9 

1.7 

1.4 

0.8 

12.5 

1.6 

0.9 

0.8 

1.8 

2.5 

12.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 （n=768）

子どもの数

0人 （n=225）

1人 （n=118）

2人 （n=278）

3人 （n=120）

4人以上 （n=8）

 必要  どちらかといえば必要  どちらかといえば不要  不要  無回答

48.8 

47.7 

52.6 

41.0 

41.9 

39.5 

7.3 

8.0 

3.9 

1.3 

0.7 

3.3 

1.6 

1.7 

0.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 （n=768）

正社員 （n=599）

非正社員（n=152）

 必要  どちらかといえば必要  どちらかといえば不要  不要  無回答

48.8 

53.7 

41.0 

39.0 

7.3 

3.9 

1.3 

2.1 

1.6 

1.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和３年度 （n=768）

令和元年度 （n=672）
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２．今の会社で働き続けたいか【問３】 

全体では、「働き続けたい」が 76.6％と最も高く、次いで「給与や雇用形態や勤務形態、労働環境等が

変われば働き続けたい」が 17.6％、「働き続けたいと思わない」が 5.2％の順となっている。 

年代別でみると、いずれの年代も「働き続けたい」が最も高く、そのうち 40歳代、50歳代、60歳代以

上で割合が 70％以上となっているものの、20歳代、30歳代では 60％台となっている。 

配偶者の有無別でみると、配偶者有、無ともに「働き続けたい」の割合が最も高く、配偶者有は配偶者

無より 9.0ポイント高くなっている。 

 

［図表 11-2-1］今の会社で働き続けたいか（全体・年代別）≪ＳＡ≫ 

 

 

 

［図表 11-2-2］今の会社で働き続けたいか（配偶者の有無別）≪ＳＡ≫ 

 

 

  

 働き続けたい  給与や雇用形態や勤務形態、労働環境等が変われば働き続けたい

 働き続けたいと思わない  無回答

76.6 

50.0 

69.2 

66.9 

83.5 

79.3 

74.6 

17.6 

50.0 

25.3 

29.2 

13.3 

13.0 

9.5 

5.2 

0.0 

5.5 

3.9 

2.8 

6.7 

12.7 

0.7 

0.0 

0.0 

0.0 

0.4 

1.0 

3.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 （n=768）

年代

19歳以下 （n=2）

20歳代 （n=91）

30歳代 （n=154）

40歳代 （n=249）

50歳代 （n=208）

60歳代以上 （n=63）

 働き続けたい  給与や雇用形態や勤務形態、労働環境等が変われば働き続けたい

 働き続けたいと思わない  無回答

76.6 

79.8 

70.8 

17.6 

15.3 

21.4 

5.2 

4.1 

7.4 

0.7 

0.8 

0.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 （n=768）

配偶者 有 （n=490）

無（n=271）
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子どもの数別でみると、いずれの子どもの数も「働き続けたい」の割合が 70％を超え高くなっており、

そのうち 2人では 81.3％となっている。最も低い 0人と比べると 10.2ポイントの差がみられる。 

雇用形態別でみると、正社員、非正社員ともに「働き続けたい」の割合が最も高く、76.8％、75.0％と

なっている。 

 前回の調査と比較すると、今回の調査は前回の調査より「働き続けたい」の割合が 6.4ポイント増加し

ている。 

 

［図表 11-2-3］今の会社で働き続けたいか（子どもの数別）≪ＳＡ≫ 

 

［図表 11-2-4］今の会社で働き続けたいか（雇用形態別）≪ＳＡ≫ 

 

［図表 11-2-5］今の会社で働き続けたいか（前回調査との比較）≪ＳＡ≫ 

  

 働き続けたい  給与や雇用形態や勤務形態、労働環境等が変われば働き続けたい

 働き続けたいと思わない  無回答

76.6 

71.1 

78.0 

81.3 

75.0 

87.5 

17.6 

22.2 

16.1 

13.7 

17.5 

12.5 

5.2 

6.7 

5.1 

4.0 

6.7 

0.0 

0.7 

0.0 

0.8 

1.1 

0.8 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 （n=768）

子どもの数

0人 （n=225）

1人 （n=118）

2人 （n=278）

3人 （n=120）

4人以上 （n=8）

 働き続けたい  給与や雇用形態や勤務形態、労働環境等が変われば働き続けたい

 働き続けたいと思わない  無回答

76.6 

76.8 

75.0 

17.6 

18.0 

17.1 

5.2 

4.5 

7.2 

0.7 

0.7 

0.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 （n=768）

正社員 （n=599）

非正社員（n=152）

 働き続けたい  給与や雇用形態や勤務形態、労働環境等が変われば働き続けたい

 働き続けたいと思わない  無回答

76.6 

70.2 

17.6 

19.0 

5.2 

8.3 

0.7 

2.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和３年度 （n=768）

令和元年度 （n=672）
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３．働き続けたい理由【問３－１】 

全体では、「収入を得るため」が 44.6％と最も高く、次いで「やりがいのある仕事だから」が 41.2％、

「労働環境に満足しているから」が 39.6％の順となっている。 

年代別でみると、20歳代、50歳代、60歳代以上では「やりがいのある仕事だから」、30歳代は「労働環

境に満足しているから」、40歳代は「収入を得るため」の割合がそれぞれ最も高くなっている。 

 

［図表 11-3-1］働き続けたい理由（全体・年代別）≪ＭＡ≫ 

 

※回答者母数＝問３で「１ 働き続けたい」とお答えの方。  

 全体 （n=588）  年代　 19歳以下 （n=1）  20歳代 （n=63）  30歳代 （n=103）

 40歳代 （n=208）  50歳代 （n=165）  60歳代以上 （n=47）

44.6 

41.2 

39.6 

28.2 

27.6 

16.8 

16.8 

11.7 

2.7 

0.2 

100.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

100.0 

100.0 

0.0 

0.0 

42.9 

44.4 

33.3 

28.6 

31.7 

20.6 

15.9 

20.6 

1.6 

0.0 

43.7 

39.8 

56.3 

24.3 

35.0 

13.6 

14.6 

7.8 

1.9 

0.0 

47.1 

37.5 

38.9 

30.8 

23.1 

14.9 

13.9 

13.5 

2.9 

0.0 

43.6 

44.8 

37.0 

28.5 

29.1 

20.0 

18.8 

7.9 

3.6 

0.6 

40.4 

42.6 

23.4 

25.5 

21.3 

17.0 

25.5 

12.8 

2.1 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

収入を得るため

やりがいのある仕事だから

労働環境に満足しているから

転職するのは不安だから

仕事が楽しいから

資格や経験を活かしたいから

収入に満足しているから

他にやりたい仕事がないから

その他

無回答
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配偶者の有無別でみると、配偶者有、無ともに「収入を得るため」の割合が最も高く、配偶者有が 42.7％、

配偶者無が 48.4％と配偶者無は配偶者有より 5.7 ポイント高くなっている。「労働環境に満足しているか

ら」では配偶者有が配偶者無より 8.3ポイント高くなっている。 

 

［図表 11-3-2］働き続けたい理由（配偶者の有無別）≪ＭＡ≫ 

 

※回答者母数＝問３で「１ 働き続けたい」とお答えの方。 

 

  

 全体 （n=588）  配偶者　有 （n=391）  無（n=192）

44.6 

41.2 

39.6 

28.2 

27.6 

16.8 

16.8 

11.7 

2.7 

0.2 

42.7 

40.9 

42.2 

25.6 

28.1 

15.6 

15.9 

10.7 

2.8 

0.3 

48.4 

41.1 

33.9 

34.4 

25.5 

19.3 

18.8 

13.5 

2.6 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80%

収入を得るため

やりがいのある仕事だから

労働環境に満足しているから

転職するのは不安だから

仕事が楽しいから

資格や経験を活かしたいから

収入に満足しているから

他にやりたい仕事がないから

その他

無回答
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子どもの数別でみると、子どもの数が 0人、1人、2人では「収入を得るため」の割合が最も高く、3人

では「やりがいのある仕事だから」の割合が最も高くなっている。 

 

［図表 11-3-3］働き続けたい理由（子どもの数別）≪ＭＡ≫ 

 

※回答者母数＝問３で「１ 働き続けたい」とお答えの方。 

  

 全体 （n=588）  子どもの数　 0人 （n=160）  1人 （n=92）

 2人 （n=226）  3人 （n=90）  4人以上 （n=7）

44.6 

41.2 

39.6 

28.2 

27.6 

16.8 

16.8 

11.7 

2.7 

0.2 

44.4 

36.3 

36.9 

35.6 

25.6 

18.8 

15.0 

19.4 

1.3 

0.0 

48.9 

39.1 

41.3 

25.0 

23.9 

20.7 

13.0 

6.5 

6.5 

0.0 

43.8 

42.0 

39.4 

25.7 

27.9 

15.0 

18.6 

10.6 

2.2 

0.4 

42.2 

47.8 

45.6 

23.3 

33.3 

12.2 

21.1 

6.7 

3.3 

0.0 

42.9 

57.1 

14.3 

42.9 

14.3 

42.9 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80%

収入を得るため

やりがいのある仕事だから

労働環境に満足しているから

転職するのは不安だから

仕事が楽しいから

資格や経験を活かしたいから

収入に満足しているから

他にやりたい仕事がないから

その他

無回答
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雇用形態別でみると、正社員、非正社員ともに「収入を得るため」の割合が最も高く、正社員が 43.0％、

非正社員が 50.9％と非正社員は正社員より 7.9 ポイント高くなっている。「やりがいのある仕事だから」

では正社員が非正社員より 10.1ポイント高くなっている。 

 

［図表 11-3-4］働き続けたい理由（雇用形態別）≪ＭＡ≫ 

 

※回答者母数＝問３で「１ 働き続けたい」とお答えの方。  

 全体 （n=588）  正社員 （n=460）  非正社員（n=114）

44.6 

41.2 

39.6 

28.2 

27.6 

16.8 

16.8 

11.7 

2.7 

0.2 

43.0 

42.6 

38.7 

29.8 

25.9 

18.0 

17.8 

11.7 

3.0 

0.2 

50.9 

32.5 

44.7 

22.8 

35.1 

13.2 

11.4 

11.4 

1.8 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80%

収入を得るため

やりがいのある仕事だから

労働環境に満足しているから

転職するのは不安だから

仕事が楽しいから

資格や経験を活かしたいから

収入に満足しているから

他にやりたい仕事がないから

その他

無回答
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 前回の調査と比較すると、今回の調査は前回の調査より「収入に満足しているから」の割合が 4.7ポイ

ント、「収入を得るため」の割合が 3.5ポイント増加している。 

 

［図表 11-3-5］働き続けたい理由（前回調査との比較）≪ＭＡ≫ 

 

※回答者母数＝問３で「１ 働き続けたい」とお答えの方。 

  

 令和３年度 （n=588）  令和元年度 （n=472）

44.6 

41.2 

39.6 

28.2 

27.6 

16.8 

16.8 

11.7 

2.7 

0.2 

41.1 

40.3 

36.2 

33.1 

26.1 

17.8 

12.1 

11.7 

5.3 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80%

収入を得るため

やりがいのある仕事だから

労働環境に満足しているから

転職するのは不安だから

仕事が楽しいから

資格や経験を活かしたいから

収入に満足しているから

他にやりたい仕事がないから

その他

無回答
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４．どのように環境が変われば働き続けたいか【問３－２】 

全体では、「給与・賞与の増額」が 71.1％と最も高く、次いで「短時間勤務制度やテレワーク等、多様で

柔軟な働き方の導入」が 23.7％、「退職金制度の増設又は増額」が 22.2％の順となっている。 

前回の調査と比較すると、今回の調査は前回の調査より「給与・賞与の増額」の割合が 6.3ポイント、

「男女の差なく難しい仕事や新しい仕事に挑戦できる環境」の割合が 5.4ポイント増加している。 

 

［図表 11-4-1］どのように環境が変われば働き続けたいか（全体・前回調査との比較）≪ＭＡ≫ 

 
※回答者母数＝問３で「２ 給与や雇用形態や勤務形態、労働環境等が変われば働き続けたい」とお答えの方。 

 

  

 令和３年度 （n=135）  令和元年度 （n=128）

71.1 

23.7 

22.2 

15.6 

13.3 

11.1 

8.9 

8.9 

8.1 

5.9 

5.2 

2.2 

15.6 

0.7 

64.8 

23.4 

17.2 

10.2 

15.6 

14.1 

7.0 

9.4 

3.1 

7.8 

5.5 

4.7 

21.1 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

給与・賞与の増額

短時間勤務制度やテレワーク等、

多様で柔軟な働き方の導入

退職金制度の増設又は増額

男女の差なく難しい仕事や

新しい仕事に挑戦できる環境

時間外勤務の減少

家事・育児の公的・私的サービスの充実

非正社員から正社員への転換

時間外勤務手当を規定どおりに支給

男性の家事・育児・介護・地域活動への参画

早出・遅出がなく勤務時間が一定

介護支援の公的・私的サービスの充実

正社員から非正社員への転換

その他

無回答
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５．働き続けたいと思わない理由【問３－３】 

全体では、「仕事にやりがい・達成感を感じないから」が 30.0％と最も高く、次いで「給与・賞与が低い

から」と「人間関係が悪いから」が 27.5％となっている。 

前回の調査と比較すると、今回の調査は前回の調査より「仕事にやりがい・達成感を感じないから」、「家

事・育児との両立が難しいから」の割合が 5.0ポイント増加している。 

 

［図表 11-5-1］働き続けたいと思わない理由（全体・前回調査との比較）≪ＭＡ≫ 

 
※回答者母数＝問３で「３ 働き続けたいとは思わない」とお答えの方。  

 令和３年度 （n=40）  令和元年度 （n=56）

30.0 

27.5 

27.5 

25.0 

17.5 

12.5 

12.5 

10.0 

7.5 

7.5 

5.0 

5.0 

5.0 

5.0 

2.5 

27.5 

2.5 

25.0 

35.7 

32.1 

25.0 

12.5 

32.1 

12.5 

10.7 

7.1 

1.8 

16.1 

5.4 

1.8 

1.8 

0.0 

16.1 

0.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

仕事にやりがい・達成感を感じないから

給与・賞与が低いから

人間関係が悪いから

企業に将来性が感じられないから

家事・育児との両立が難しいから

評価・人事制度に不満があるから

仕事の負担が重く体調を崩したから

時間外労働や休日出勤が多いから

結婚したら家庭に専念したいから

男女の仕事内容に差があり難しい仕事や

新しい仕事に挑戦できないから

出産したら子育てに専念したいから

子どもを通じた行事（習い事・

塾の送迎等） との両立が難しいから

介護との両立が難しいから

短時間勤務やテレワーク等、

多様で柔軟な働き方ができないから

地域活動との両立が難しいから

その他

無回答
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６．出産後、離職せずに働きつづけるために必要なこと【問４】 

全体では、「保育所や学童保育など、子どもを預けられる環境の整備」が 79.7％と最も高く、次いで「女

性が働き続ける事への周囲の理解・意識改革」が 59.8％、「職場における育児・介護との両立支援制度の

充実」が 49.0％の順となっている。 

年代別でみると、いずれの年代も「保育所や学童保育など、子どもを預けられる環境の整備」の割合が

最も高く、そのうち 30歳代が 89.0％と最も高くなっている。30歳代では「職場における育児・介護との

両立支援制度の充実」においても 58.4％と他の年代に比べて割合が高くなっている。 

 

［図表 11-6-1①］出産後、離職せずに働きつづけるために必要なこと（全体・年代別）≪ＭＡ≫ 

  

 全体 （n=768）  年代　 19歳以下 （n=2）  20歳代 （n=91）  30歳代 （n=154）

 40歳代 （n=249）  50歳代 （n=208）  60歳代以上 （n=63）

79.7 

59.8 

49.0 

47.7 

44.1 

38.4 

33.3 

50.0 

100.0 

50.0 

50.0 

100.0 

0.0 

50.0 

78.0 

65.9 

54.9 

61.5 

49.5 

44.0 

20.9 

89.0 

64.9 

58.4 

56.5 

48.7 

41.6 

24.0 

79.1 

58.2 

47.4 

50.6 

43.4 

37.3 

33.3 

74.0 

57.2 

43.8 

37.5 

39.9 

35.6 

41.3 

81.0 

52.4 

39.7 

28.6 

39.7 

36.5 

46.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

保育所や学童保育など、

子どもを預けられる環境の整備

女性が働き続ける事への

周囲の理解・意識改革

職場における育児・介護との

両立支援制度の充実

短時間勤務制度やテレワーク等、

多様で柔軟な働き方の導入

男性の家事・育児・介護・地域活動への参画

家事・育児支援サービスの充実

介護支援サービスの充実
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［図表 11-6-1②］出産後、離職せずに働きつづけるために必要なこと（全体・年代別）≪ＭＡ≫ 

 
 

 

  

 全体 （n=768）  年代　 19歳以下 （n=2）  20歳代 （n=91）  30歳代 （n=154）

 40歳代 （n=249）  50歳代 （n=208）  60歳代以上 （n=63）

28.9 

25.7 

24.9 

17.8 

10.4 

2.7 

1.4 

50.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

29.7 

34.1 

12.1 

20.9 

4.4 

3.3 

0.0 

43.5 

35.7 

22.7 

19.5 

10.4 

3.2 

0.0 

25.3 

24.5 

28.1 

18.9 

12.4 

2.4 

1.6 

23.6 

18.3 

26.4 

14.4 

10.6 

2.4 

2.9 

23.8 

19.0 

31.7 

17.5 

11.1 

3.2 

1.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男女双方の長時間労働の

改善を含めた働き方改革

育児や介護による仕事への制約を理由と

した昇進などへの不利益な取り扱いの禁止

働き続けることへの女性自身の意識改革

雇用形態に関係なく同じ職務であれば

同じ給与を支払う制度の導入

子どもの頃からのライフプラン教育

その他

無回答
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配偶者の有無別でみると、配偶者有、無ともに「保育所や学童保育など、子どもを預けられる環境の整

備」が最も高く、配偶者有が 79.2％、配偶者無が 80.1％となっている。配偶者有より配偶者無の割合が高

い項目が多くみられ、「家事・育児支援サービスの充実」では配偶者無が有より 9.2ポイント高くなってい

る。 

 

［図表 11-6-2］出産後、離職せずに働きつづけるために必要なこと（配偶者の有無別）≪ＭＡ≫ 

 

  

 全体 （n=768）  配偶者　有 （n=490）  無（n=271）

79.7 

59.8 

49.0 

47.7 

44.1 

38.4 

33.3 

28.9 

25.7 

24.9 

17.8 

10.4 

2.7 

1.4 

79.2 

57.3 

47.3 

47.1 

43.7 

35.1 

31.6 

27.6 

23.3 

24.9 

15.1 

10.6 

2.9 

2.0 

80.1 

63.8 

51.7 

48.7 

45.0 

44.3 

35.4 

31.0 

30.3 

25.1 

22.5 

10.0 

2.6 

0.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

保育所や学童保育など、

子どもを預けられる環境の整備

女性が働き続ける事への

周囲の理解・意識改革

職場における育児・介護との

両立支援制度の充実

短時間勤務制度やテレワーク等、

多様で柔軟な働き方の導入

男性の家事・育児・介護・地域活動への参画

家事・育児支援サービスの充実

介護支援サービスの充実

男女双方の長時間労働の

改善を含めた働き方改革

育児や介護による仕事への制約を理由と

した昇進などへの不利益な取り扱いの禁止

働き続けることへの女性自身の意識改革

雇用形態に関係なく同じ職務であれば

同じ給与を支払う制度の導入

子どもの頃からのライフプラン教育

その他

無回答
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子どもの数別でみると、いずれの子どもの数も「保育所や学童保育など、子どもを預けられる環境の整

備」が最も高く、そのうち 1人が 85.6％と最も高くなっている。 

 

［図表 11-6-3①］出産後、離職せずに働きつづけるために必要なこと（子どもの数別）≪ＭＡ≫ 

 

 

  

 全体 （n=768）  子どもの数　 0人 （n=225）  1人 （n=118）

 2人 （n=278）  3人 （n=120）  4人以上 （n=8）

79.7 

59.8 

49.0 

47.7 

44.1 

38.4 

33.3 

79.1 

60.9 

49.3 

56.4 

49.3 

44.4 

36.9 

85.6 

62.7 

48.3 

49.2 

44.1 

41.5 

28.8 

76.6 

62.9 

46.0 

41.0 

39.9 

34.9 

28.4 

83.3 

49.2 

51.7 

48.3 

44.2 

32.5 

40.8 

75.0 

62.5 

87.5 

50.0 

50.0 

12.5 

37.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

保育所や学童保育など、

子どもを預けられる環境の整備

女性が働き続ける事への

周囲の理解・意識改革

職場における育児・介護との

両立支援制度の充実

短時間勤務制度やテレワーク等、

多様で柔軟な働き方の導入

男性の家事・育児・介護・地域活動への参画

家事・育児支援サービスの充実

介護支援サービスの充実
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［図表 11-6-3②］出産後、離職せずに働きつづけるために必要なこと（子どもの数別）≪ＭＡ≫ 

 

 

  

 全体 （n=768）  子どもの数　 0人 （n=225）  1人 （n=118）

 2人 （n=278）  3人 （n=120）  4人以上 （n=8）

28.9 

25.7 

24.9 

17.8 

10.4 

2.7 

1.4 

34.2 

32.4 

25.8 

23.6 

10.7 

4.4 

1.3 

24.6 

28.8 

29.7 

18.6 

11.0 

0.8 

1.7 

25.5 

21.9 

26.3 

15.8 

9.7 

2.5 

1.4 

30.8 

20.0 

17.5 

13.3 

11.7 

2.5 

0.8 

25.0 

12.5 

12.5 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男女双方の長時間労働の

改善を含めた働き方改革

育児や介護による仕事への制約を理由と

した昇進などへの不利益な取り扱いの禁止

働き続けることへの女性自身の意識改革

雇用形態に関係なく同じ職務であれば

同じ給与を支払う制度の導入

子どもの頃からのライフプラン教育

その他

無回答
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雇用形態別でみると、正社員、非正社員ともに「保育所や学童保育など、子どもを預けられる環境の整

備」の割合が最も高く、正社員が 80.3％、非正社員が 77.6％となっている。「女性が働き続ける事への周

囲の理解・意識改革」では正社員が非正社員より 9.5ポイント高くなっている。 

 

［図表 11-6-4］出産後、離職せずに働きつづけるために必要なこと（雇用形態別）≪ＭＡ≫ 

 

  

 全体 （n=768）  正社員 （n=599）  非正社員（n=152）

79.7 

59.8 

49.0 

47.7 

44.1 

38.4 

33.3 

28.9 

25.7 

24.9 

17.8 

10.4 

2.7 

1.4 

80.3 

62.1 

50.3 

49.6 

45.1 

39.7 

35.2 

29.7 

26.2 

24.7 

16.5 

10.5 

2.5 

1.5 

77.6 

52.6 

46.1 

43.4 

41.4 

33.6 

26.3 

26.3 

25.0 

24.3 

23.7 

10.5 

3.3 

1.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

保育所や学童保育など、

子どもを預けられる環境の整備

女性が働き続ける事への

周囲の理解・意識改革

職場における育児・介護との

両立支援制度の充実

短時間勤務制度やテレワーク等、

多様で柔軟な働き方の導入

男性の家事・育児・介護・地域活動への参画

家事・育児支援サービスの充実

介護支援サービスの充実

男女双方の長時間労働の

改善を含めた働き方改革

育児や介護による仕事への制約を理由と

した昇進などへの不利益な取り扱いの禁止

働き続けることへの女性自身の意識改革

雇用形態に関係なく同じ職務であれば

同じ給与を支払う制度の導入

子どもの頃からのライフプラン教育

その他

無回答
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前回の調査と比較すると、今回の調査は前回の調査より「短時間勤務制度やテレワーク等、多様で柔軟

な働き方の導入」の割合が 5.1ポイント、「育児や介護による仕事への制約を理由とした昇進などへの不利

益な取り扱いの禁止」の割合が 4.3ポイント増加している。 

 

［図表 11-6-5］出産後、離職せずに働きつづけるために必要なこと（前回調査との比較）≪ＭＡ≫ 

 

※平成 27年度回答者母数＝女性回答者のみ。 

  

 令和３年度 （n=768）  令和元年度 （n=672）  平成27年度 （n=242）

79.7 

59.8 

49.0 

47.7 

44.1 

38.4 

33.3 

28.9 

25.7 

24.9 

17.8 

10.4 

2.7 

1.4 

82.3 

61.3 

48.5 

42.6 

41.2 

35.4 

33.2 

28.4 

21.4 

29.6 

16.8 

9.1 

2.4 

0.9 

78.5 

57.0 

58.3 

39.3 

45.9 

39.3 

44.6 

33.1 

31.8 

18.6 

-

-

3.3 

2.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

保育所や学童保育など、

子どもを預けられる環境の整備

女性が働き続ける事への

周囲の理解・意識改革

職場における育児・介護との

両立支援制度の充実

短時間勤務制度やテレワーク等、

多様で柔軟な働き方の導入

男性の家事・育児・介護・地域活動への参画

家事・育児支援サービスの充実

介護支援サービスの充実

男女双方の長時間労働の

改善を含めた働き方改革

育児や介護による仕事への制約を理由と

した昇進などへの不利益な取り扱いの禁止

働き続けることへの女性自身の意識改革

雇用形態に関係なく同じ職務であれば

同じ給与を支払う制度の導入

子どもの頃からのライフプラン教育

その他

無回答



第十一章 女性の活躍推進への意識について 

 - 94 - 

７．出産などで離職した女性が、再び働くために必要な支援【問５】 

全体では、「普段、子どもを預けられる施設(事業所内保育所を含む)」が 70.2％と最も高く、次いで「子

どもが病気の時などに預けられる施設」が 66.1％、「再就職について、気軽に相談できる窓口」が 49.0％

の順となっている。 

年代別でみると、60 歳代以上を除くいずれの年代も「普段、子どもを預けられる施設(事業所内保育所

を含む)」の割合が最も高く、そのうち 30歳代が 81.8％と最も高くなっている。60歳代以上では「子ども

が病気の時などに預けられる施設」の割合が 71.4％と最も高くなっている。 

 

［図表 11-7-1①］出産などで離職した女性が、再び働くために必要な支援（全体・年代別）≪ＭＡ≫ 

 

 全体 （n=768）  年代　 19歳以下 （n=2）  20歳代 （n=91）  30歳代 （n=154）

 40歳代 （n=249）  50歳代 （n=208）  60歳代以上 （n=63）

70.2 

66.1 

49.0 

44.0 

35.2 

33.6 

32.2 

21.4 

19.5 

50.0 

50.0 

50.0 

50.0 

100.0 

100.0 

50.0 

50.0 

50.0 

71.4 

59.3 

48.4 

56.0 

37.4 

39.6 

39.6 

17.6 

18.7 

81.8 

76.0 

46.8 

52.6 

39.0 

33.8 

38.3 

17.5 

13.0 

70.7 

65.5 

49.8 

44.2 

33.7 

35.3 

24.9 

20.9 

17.7 

63.0 

61.1 

49.0 

33.2 

34.6 

30.3 

31.7 

28.4 

27.4 

63.5 

71.4 

52.4 

39.7 

28.6 

27.0 

36.5 

14.3 

17.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

普段、子どもを預けられる施設

(事業所内保育所を含む)

子どもが病気の時などに預けられる施設

再就職について、気軽に相談できる窓口

仕事と子育てが両立しやすい

企業情報の提供

就業と保育の相談が一体的にできる窓口

自分の条件に合う企業とのマッチング

子育て支援サービス情報提供

就業と介護の相談が一体的にできる窓口

介護支援サービスの情報提供
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［図表 11-7-1②］出産などで離職した女性が、再び働くために必要な支援（全体・年代別）≪ＭＡ≫ 

 

 

 

  

 全体 （n=768）  年代　 19歳以下 （n=2）  20歳代 （n=91）  30歳代 （n=154）

 40歳代 （n=249）  50歳代 （n=208）  60歳代以上 （n=63）

15.0 

14.8 

14.8 

12.9 

11.5 

7.7 

2.6 

1.7 

0.0 

50.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

19.8 

17.6 

12.1 

11.0 

16.5 

9.9 

3.3 

0.0 

21.4 

22.7 

16.2 

14.9 

14.3 

7.8 

3.2 

0.0 

12.9 

12.4 

16.5 

12.9 

12.0 

10.0 

1.6 

2.4 

12.0 

10.1 

14.9 

13.5 

8.7 

4.3 

1.9 

2.9 

11.1 

15.9 

9.5 

9.5 

4.8 

6.3 

6.3 

1.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

家事の代行サービス

病院や幼稚園、スーパーなど

子連れで行く場所での情報提供

専門的な資格の取得

再就職に向けたキャリア研修

就業している女性とのネットワークづくり

仕事と子育てを両立するためのセミナー

その他

無回答
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配偶者の有無別でみると、配偶者有、無ともに「普段、子どもを預けられる施設(事業所内保育所を含む)」

の割合が最も高く、配偶者有が 66.7％、配偶者無が 76.8％と配偶者無が有より 10.1ポイント高くなって

いる。また、いずれの項目も配偶者無が有より割合が高くなっている。 

 

［図表 11-7-2］出産などで離職した女性が、再び働くために必要な支援（配偶者の有無別）≪ＭＡ≫ 

 

  

 全体 （n=768）  配偶者　有 （n=490）  無（n=271）

70.2 

66.1 

49.0 

44.0 

35.2 

33.6 

32.2 

21.4 

19.5 

15.0 

14.8 

14.8 

12.9 

11.5 

7.7 

2.6 

1.7 

66.7 

64.7 

48.0 

41.4 

34.3 

31.0 

29.8 

20.8 

17.8 

13.1 

12.4 

14.7 

12.7 

10.2 

6.9 

2.9 

2.0 

76.8 

68.3 

50.2 

47.6 

36.9 

38.0 

36.5 

22.5 

22.5 

18.8 

18.8 

14.8 

13.7 

13.7 

8.5 

2.2 

1.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

普段、子どもを預けられる施設

(事業所内保育所を含む)

子どもが病気の時などに預けられる施設

再就職について、気軽に相談できる窓口

仕事と子育てが両立しやすい

企業情報の提供

就業と保育の相談が一体的にできる窓口

自分の条件に合う企業とのマッチング

子育て支援サービス情報提供

就業と介護の相談が一体的にできる窓口

介護支援サービスの情報提供

家事の代行サービス

病院や幼稚園、スーパーなど

子連れで行く場所での情報提供

専門的な資格の取得

再就職に向けたキャリア研修

就業している女性とのネットワークづくり

仕事と子育てを両立するためのセミナー

その他

無回答
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子どもの数別でみると、子どもの数が 0人、1人、3人では「普段、子どもを預けられる施設(事業所内

保育所を含む)」の割合が最も高く、2人では「子どもが病気の時などに預けられる施設」の割合が最も高

くなっている。 

 

［図表 11-7-3①］出産などで離職した女性が、再び働くために必要な支援（子どもの数別）≪ＭＡ≫ 

  

 全体 （n=768）  子どもの数　 0人 （n=225）  1人 （n=118）

 2人 （n=278）  3人 （n=120）  4人以上 （n=8）

70.2 

66.1 

49.0 

44.0 

35.2 

33.6 

32.2 

21.4 

19.5 

75.6 

66.2 

49.3 

44.4 

39.1 

37.8 

35.1 

23.6 

23.6 

75.4 

66.9 

44.1 

47.5 

33.1 

32.2 

31.4 

16.1 

13.6 

65.5 

68.0 

50.7 

40.6 

34.5 

30.2 

27.3 

22.3 

15.8 

68.3 

60.0 

48.3 

48.3 

32.5 

34.2 

35.8 

19.2 

25.8 

62.5 

75.0 

75.0 

50.0 

25.0 

62.5 

25.0 

25.0 

25.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

普段、子どもを預けられる施設

(事業所内保育所を含む)

子どもが病気の時などに預けられる施設

再就職について、気軽に相談できる窓口

仕事と子育てが両立しやすい

企業情報の提供

就業と保育の相談が一体的にできる窓口

自分の条件に合う企業とのマッチング

子育て支援サービス情報提供

就業と介護の相談が一体的にできる窓口

介護支援サービスの情報提供
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［図表 11-7-3②］出産などで離職した女性が、再び働くために必要な支援（子どもの数別）≪ＭＡ≫ 

 

  

 全体 （n=768）  子どもの数　 0人 （n=225）  1人 （n=118）

 2人 （n=278）  3人 （n=120）  4人以上 （n=8）

15.0 

14.8 

14.8 

12.9 

11.5 

7.7 

2.6 

1.7 

20.9 

20.0 

12.4 

13.3 

16.9 

10.7 

2.2 

1.8 

13.6 

13.6 

19.5 

13.6 

9.3 

5.9 

1.7 

1.7 

10.4 

11.5 

14.7 

12.2 

8.6 

6.1 

3.6 

1.8 

17.5 

15.8 

15.8 

13.3 

9.2 

7.5 

2.5 

0.8 

0.0 

12.5 

12.5 

12.5 

12.5 

12.5 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

家事の代行サービス

病院や幼稚園、スーパーなど

子連れで行く場所での情報提供

専門的な資格の取得

再就職に向けたキャリア研修

就業している女性とのネットワークづくり

仕事と子育てを両立するためのセミナー

その他

無回答
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雇用形態別でみると、正社員、非正社員ともに「普段、子どもを預けられる施設(事業所内保育所を含む)」

の割合が最も高く、正社員が 70.5％、非正社員が 70.4％となっている。「再就職について、気軽に相談で

きる窓口」では非正社員が正社員より 4.7ポイント高くなっている。 

 

［図表 11-7-4］出産などで離職した女性が、再び働くために必要な支援（雇用形態別）≪ＭＡ≫ 

 

  

 全体 （n=768）  正社員 （n=599）  非正社員（n=152）

70.2 

66.1 

49.0 

44.0 

35.2 

33.6 

32.2 

21.4 

19.5 

15.0 

14.8 

14.8 

12.9 

11.5 

7.7 

2.6 

1.7 

70.5 

66.8 

47.9 

43.4 

35.6 

33.4 

32.4 

23.0 

20.9 

16.2 

15.0 

14.7 

12.9 

12.7 

8.2 

2.2 

1.8 

70.4 

64.5 

52.6 

48.0 

35.5 

34.2 

32.2 

16.4 

15.8 

11.2 

14.5 

15.1 

13.8 

7.9 

6.6 

3.9 

1.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

普段、子どもを預けられる施設

(事業所内保育所を含む)

子どもが病気の時などに預けられる施設

再就職について、気軽に相談できる窓口

仕事と子育てが両立しやすい

企業情報の提供

就業と保育の相談が一体的にできる窓口

自分の条件に合う企業とのマッチング

子育て支援サービス情報提供

就業と介護の相談が一体的にできる窓口

介護支援サービスの情報提供

家事の代行サービス

病院や幼稚園、スーパーなど

子連れで行く場所での情報提供

専門的な資格の取得

再就職に向けたキャリア研修

就業している女性とのネットワークづくり

仕事と子育てを両立するためのセミナー

その他

無回答
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前回の調査と比較すると、今回の調査は前回の調査より「専門的な資格の取得」の割合が 7.1ポイント、

「就業と保育の相談が一体的にできる窓口」、「子育て支援サービス情報提供」の割合が 5.3ポイント増加

している。 

 

［図表 11-7-5］出産などで離職した女性が、再び働くために必要な支援（前回調査との比較）≪ＭＡ≫ 

 

※平成 27年度回答者母数＝女性回答者のみ。 

  

 令和３年度 （n=768）  令和元年度 （n=672）  平成27年度 （n=242）

70.2 

66.1 

49.0 

44.0 

35.2 

33.6 

32.2 

21.4 

19.5 

15.0 

14.8 

14.8 

12.9 

11.5 

7.7 

2.6 

1.7 

72.9 

73.5 

48.8 

41.7 

29.9 

31.7 

26.9 

19.0 

18.6 

13.8 

12.8 

7.7 

14.6 

10.7 

8.0 

1.9 

1.0 

65.7 

66.1 

49.2 

50.4 

31.0 

33.1 

-

-

-

-

13.2 

15.7 

21.5 

10.7 

8.3 

4.1 

1.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

普段、子どもを預けられる施設

(事業所内保育所を含む)

子どもが病気の時などに預けられる施設

再就職について、気軽に相談できる窓口

仕事と子育てが両立しやすい

企業情報の提供

就業と保育の相談が一体的にできる窓口

自分の条件に合う企業とのマッチング

子育て支援サービス情報提供

就業と介護の相談が一体的にできる窓口

介護支援サービスの情報提供

家事の代行サービス

病院や幼稚園、スーパーなど

子連れで行く場所での情報提供

専門的な資格の取得

再就職に向けたキャリア研修

就業している女性とのネットワークづくり

仕事と子育てを両立するためのセミナー

その他

無回答
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８．管理職に就きたいか【問６】 

全体では、「どちらかといえばなりたくない」が 32.4％と最も高く、次いで「なりたくない」が 31.2％、

「わからない」が 16.5％の順となっている。また、『なりたい』（「なりたい」「どちらかといえばなりたい」

の合計）では 18.1％、『なりたくない』（「どちらかといえばなりたくない」「なりたくない」の合計）では

63.6％となっている。 

年代別でみると、『なりたい』では 30歳代が 26.4％と最も高くなっている。 

配偶者の有無別でみると、余り大きな差はみられず、『なりたい』では配偶者有が 16.9％、配偶者無が

19.5％となっている。 

 

［図表 11-8-1］管理職に就きたいか（全体・年代別）≪ＳＡ≫ 

 

※回答者母数＝すでに管理職の方は除く。 

 

［図表 11-8-2］管理職に就きたいか（配偶者の有無別）≪ＳＡ≫ 

 

※回答者母数＝すでに管理職の方は除く。  

 なりたい  どちらかといえばなりたい

 どちらかといえばなりたくない  なりたくない

 わからない  無回答

5.9 

0.0 

4.8 

11.0 

1.6 

7.9 

5.6 

12.2 

0.0 

16.9 

15.4 

11.4 

8.6 

8.3 

32.4 

0.0 

27.7 

27.2 

41.5 

30.2 

25.0 

31.2 

100.0 

33.7 

24.3 

28.5 

35.3 

47.2 

16.5 

0.0 

14.5 

19.1 

16.6 

16.5 

11.1 

1.7 

0.0 

2.4 

2.9 

0.5 

1.4 

2.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 （n=589）

年代

19歳以下 （n=2）

20歳代 （n=83）

30歳代 （n=136）

40歳代 （n=193）

50歳代 （n=139）

60歳代以上 （n=36）

 なりたい  どちらかといえばなりたい

 どちらかといえばなりたくない  なりたくない

 わからない  無回答

5.9 

4.9 

7.7 

12.2 

12.0 

11.8 

32.4 

33.9 

30.5 

31.2 

30.9 

31.8 

16.5 

16.4 

16.8 

1.7 

1.9 

1.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 （n=589）

配偶者 有 （n=366）

無（n=220）
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子どもの数別でみると、『なりたい』では 1人が 26.9％と高く、最も低い 0人の 15.0％と 11.9ポイント

の差がみられる。 

雇用形態別でみると、ともに『なりたくない』の割合が高くなっているが、『なりたい』では正社員が

20.6％、非正社員が 9.5％と、正社員が非正社員より 11.1ポイント高くなっている。 

 

［図表 11-8-3］管理職に就きたいか（子どもの数別）≪ＳＡ≫ 

 

※回答者母数＝すでに管理職の方は除く。 

 

［図表 11-8-4］管理職に就きたいか（雇用形態別）≪ＳＡ≫ 

 

※回答者母数＝すでに管理職の方は除く。 

 

  

 なりたい  どちらかといえばなりたい

 どちらかといえばなりたくない  なりたくない

 わからない  無回答

5.9 

4.1 

6.5 

7.5 

4.7 

0.0 

12.2 

10.9 

20.4 

9.5 

11.6 

33.3 

32.4 

31.6 

32.3 

35.3 

29.1 

33.3 

31.2 

31.1 

31.2 

27.9 

40.7 

33.3 

16.5 

20.2 

8.6 

17.9 

12.8 

0.0 

1.7 

2.1 

1.1 

2.0 

1.2 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 （n=589）

子どもの数

0人 （n=193）

1人 （n=93）

2人 （n=201）

3人 （n=86）

4人以上 （n=3）

 なりたい  どちらかといえばなりたい

 どちらかといえばなりたくない  なりたくない

 わからない  無回答

5.9 

6.7 

3.2 

12.2 

13.9 

6.3 

32.4 

33.7 

27.8 

31.2 

28.3 

41.3 

16.5 

17.0 

15.1 

1.7 

0.4 

6.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 （n=589）

正社員 （n=460）

非正社員（n=126）
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前回の調査と比較すると、今回の調査は前回の調査に比べて大きな変化はみられず、『なりたい』の割合

より『なりたくない』の割合が高くなっている。 

 

［図表 11-8-5］管理職に就きたいか（前回調査との比較）≪ＳＡ≫ 

 

※令和３年度、令和元年度回答者母数＝すでに管理職の方は除く。 

※平成 27年度回答者母数＝すでに管理職の方を除く、女性回答者のみ。 

 

  

 なりたい  どちらかといえばなりたい

 どちらかといえばなりたくない  なりたくない

 わからない  無回答

 なりたい  できることならなりたい

 できることならなりたくない  なりたくない

 無回答

令和３年度：
令和元年度：

平成27年度：

5.9 

4.1 

2.8 

12.2 

11.6 

16.0 

32.4 

36.0 

28.5 

31.2 

28.1 

43.8 

16.5 

19.6 

1.7 

0.6 

9.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和３年度 （n=589）

令和元年度 （n=541）

平成27年度 （n=144）
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９．就きたい理由【問６－１】 

全体では、「収入を上げたい」が 71.0％と最も高く、次いで「能力やスキルを思う存分活かしたい」が

45.8％、「責任を持った仕事がしたい」が 40.2％の順となっている。 

年代別でみると、いずれの年代も「収入を上げたい」の割合が最も高く、そのうち 30 歳代が 80.6％と

最も高くなっている。 

 

［図表 11-9-1］就きたい理由（全体・年代別）≪ＭＡ≫ 

 

※回答者母数＝すでに管理職の方を除く、問６で「１ なりたい」「２ どちらかといえばなりたい」とお答えの方。 

  

 全体 （n=107）  年代　 19歳以下 （n=0）  20歳代 （n=18）  30歳代 （n=36）

 40歳代 （n=25）  50歳代 （n=23）  60歳代以上 （n=5）

71.0 

45.8 

40.2 

30.8 

4.7 

3.7 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

61.1 

55.6 

27.8 

22.2 

5.6 

0.0 

80.6 

55.6 

41.7 

38.9 

2.8 

0.0 

76.0 

32.0 

44.0 

28.0 

0.0 

8.0 

65.2 

39.1 

43.5 

30.4 

8.7 

4.3 

40.0 

40.0 

40.0 

20.0 

20.0 

20.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

収入を上げたい

能力やスキルを思う存分活かしたい

責任を持った仕事がしたい

仕事を通して、社会に貢献したい

その他

無回答
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 前回の調査と比較すると、今回の調査は前回の調査より「能力やスキルを思う存分活かしたい」の割合

が 9.3ポイント、「収入を上げたい」の割合が 5.1ポイント増加している。 

 

［図表 11-9-2］就きたい理由（前回調査との比較）≪ＭＡ≫ 

 

※回答者母数＝すでに管理職の方を除く、問６で「１ なりたい」「２ どちらかといえばなりたい」とお答えの方。 

  

 令和３年度 （n=107）  令和元年度 （n=85）

71.0 

45.8 

40.2 

30.8 

4.7 

3.7 

65.9 

36.5 

41.2 

30.6 

3.5 

3.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

収入を上げたい

能力やスキルを思う存分活かしたい

責任を持った仕事がしたい

仕事を通して、社会に貢献したい

その他

無回答
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１０．就きたくない理由【問６－２】 

全体では、「責任が重くなるのが嫌だから」が 54.9％と最も高く、次いで「自分の能力に自信がないか

ら」が 42.9％、「今のままで不満はないから」が 36.8％の順となっている。 

年代別でみると、いずれの年代も「責任が重くなるのが嫌だから」の割合が最も高く、そのうち 20歳代

が 62.7％と最も高くなっている。 

 

［図表 11-10-1①］就きたくない理由（全体・年代別）≪ＭＡ≫ 

 

※回答者母数＝すでに管理職の方を除く、問６で「３ どちらかといえばなりたくない」「４ なりたくない」とお答えの方。 

  

 全体 （n=375）  年代　 19歳以下 （n=2）  20歳代 （n=51）  30歳代 （n=70）

 40歳代 （n=135）  50歳代 （n=91）  60歳代以上 （n=26）

54.9 

42.9 

36.8 

35.2 

31.2 

12.3 

100.0 

100.0 

100.0 

0.0 

0.0 

0.0 

62.7 

52.9 

33.3 

25.5 

35.3 

11.8 

58.6 

42.9 

31.4 

42.9 

45.7 

15.7 

54.1 

47.4 

38.5 

35.6 

30.4 

9.6 

50.5 

33.0 

39.6 

35.2 

19.8 

13.2 

46.2 

30.8 

34.6 

34.6 

30.8 

15.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

責任が重くなるのが嫌だから

自分の能力に自信がないから

今のままで不満はないから

仕事と家庭・地域活動の両立が困難だから

時間外労働が増えるから

メリットがないから
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［図表 11-10-1②］就きたくない理由（全体・年代別）≪ＭＡ≫ 

 

※回答者母数＝すでに管理職の方を除く、問６で「３ どちらかといえばなりたくない」「４ なりたくない」とお答えの方。 

  

 全体 （n=375）  年代　 19歳以下 （n=2）  20歳代 （n=51）  30歳代 （n=70）

 40歳代 （n=135）  50歳代 （n=91）  60歳代以上 （n=26）

11.5 

10.4 

5.1 

2.7 

4.0 

0.5 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

19.6 

25.5 

3.9 

2.0 

2.0 

0.0 

11.4 

11.4 

4.3 

5.7 

2.9 

0.0 

8.9 

3.7 

4.4 

0.7 

4.4 

0.7 

13.2 

13.2 

6.6 

3.3 

5.5 

1.1 

3.8 

3.8 

7.7 

3.8 

3.8 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

周囲に女性の管理職がおらず、

イメージが湧かないから

いつまでもこの会社で

働き続けるつもりがないから

同僚からねたまれるのが嫌だから

転勤があるから

その他

無回答
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配偶者の有無別でみると、配偶者有、無ともに「責任が重くなるのが嫌だから」の割合が最も高く、配

偶者有が 53.6％、配偶者無が 57.7％となっている。「仕事と家庭・地域活動の両立が困難だから」では配

偶者有が無より 14.2ポイント高くなっている。 

 

［図表 11-10-2］就きたくない理由（配偶者の有無別）≪ＭＡ≫ 

 
※回答者母数＝すでに管理職の方を除く、問６で「３ どちらかといえばなりたくない」「４ なりたくない」とお答えの方。 

 

  

 全体 （n=375）  配偶者　有 （n=237）  無（n=137）

54.9 

42.9 

36.8 

35.2 

31.2 

12.3 

11.5 

10.4 

5.1 

2.7 

4.0 

0.5 

53.6 

37.1 

39.2 

40.5 

29.1 

13.9 

10.1 

6.3 

5.1 

3.4 

4.2 

0.8 

57.7 

53.3 

32.8 

26.3 

35.0 

8.8 

13.9 

17.5 

5.1 

1.5 

3.6 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

責任が重くなるのが嫌だから

自分の能力に自信がないから

今のままで不満はないから

仕事と家庭・地域活動の両立が困難だから

時間外労働が増えるから

メリットがないから

周囲に女性の管理職がおらず、

イメージが湧かないから

いつまでもこの会社で

働き続けるつもりがないから

同僚からねたまれるのが嫌だから

転勤があるから

その他

無回答
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子どもの数別でみると、いずれの子どもの数も「責任が重くなるのが嫌だから」の割合が最も高く、そ

のうち 0人が 63.6％と高くなっている。 

 

［図表 11-10-3①］就きたくない理由（子どもの数別）≪ＭＡ≫ 

 

※回答者母数＝すでに管理職の方を除く、問６で「３ どちらかといえばなりたくない」「４ なりたくない」とお答えの方。 

 

  

 全体 （n=375）  子どもの数　 0人 （n=121）  1人 （n=59）

 2人 （n=127）  3人 （n=60）  4人以上 （n=2）

54.9 

42.9 

36.8 

35.2 

31.2 

12.3 

63.6 

53.7 

36.4 

24.0 

32.2 

9.9 

47.5 

35.6 

35.6 

40.7 

27.1 

18.6 

51.2 

39.4 

40.2 

42.5 

30.7 

11.0 

51.7 

36.7 

33.3 

40.0 

33.3 

15.0 

100.0 

50.0 

0.0 

0.0 

50.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

責任が重くなるのが嫌だから

自分の能力に自信がないから

今のままで不満はないから

仕事と家庭・地域活動の両立が困難だから

時間外労働が増えるから

メリットがないから
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［図表 11-10-3②］就きたくない理由（子どもの数別）≪ＭＡ≫ 

 

※回答者母数＝すでに管理職の方を除く、問６で「３ どちらかといえばなりたくない」「４ なりたくない」とお答えの方。 

 

  

 全体 （n=375）  子どもの数　 0人 （n=121）  1人 （n=59）

 2人 （n=127）  3人 （n=60）  4人以上 （n=2）

11.5 

10.4 

5.1 

2.7 

4.0 

0.5 

14.0 

22.3 

4.1 

1.7 

2.5 

0.0 

10.2 

3.4 

6.8 

1.7 

1.7 

0.0 

11.8 

6.3 

4.7 

3.9 

5.5 

0.0 

6.7 

3.3 

6.7 

3.3 

5.0 

3.3 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

周囲に女性の管理職がおらず、

イメージが湧かないから

いつまでもこの会社で

働き続けるつもりがないから

同僚からねたまれるのが嫌だから

転勤があるから

その他

無回答
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雇用形態別でみると、正社員、非正社員ともに「責任が重くなるのが嫌だから」が最も高く、正社員が

57.2％、非正社員が 49.4％と正社員が非正社員より 7.8 ポイント高くなっている。「仕事と家庭・地域活

動の両立が困難だから」では非正社員が正社員より 16.7ポイント高くなっている。 

 

［図表 11-10-4］就きたくない理由（雇用形態別）≪ＭＡ≫ 

 
※回答者母数＝すでに管理職の方を除く、問６で「３ どちらかといえばなりたくない」「４ なりたくない」とお答えの方。 

 

  

 全体 （n=375）  正社員 （n=285）  非正社員（n=87）

54.9 

42.9 

36.8 

35.2 

31.2 

12.3 

11.5 

10.4 

5.1 

2.7 

4.0 

0.5 

57.2 

44.6 

35.1 

31.6 

30.2 

12.3 

14.4 

11.2 

6.0 

1.8 

1.8 

0.7 

49.4 

37.9 

42.5 

48.3 

35.6 

11.5 

2.3 

8.0 

2.3 

5.7 

11.5 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

責任が重くなるのが嫌だから

自分の能力に自信がないから

今のままで不満はないから

仕事と家庭・地域活動の両立が困難だから

時間外労働が増えるから

メリットがないから

周囲に女性の管理職がおらず、

イメージが湧かないから

いつまでもこの会社で

働き続けるつもりがないから

同僚からねたまれるのが嫌だから

転勤があるから

その他

無回答
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 前回の調査と比較すると、今回の調査は前回の調査より「今のままで不満はないから」の割合が 5.7ポ

イント、「自分の能力に自信がないから」の割合が 4.0ポイント増加している。 

 

［図表 11-10-5］就きたくない理由（前回調査との比較）≪ＭＡ≫ 

 

※回答者母数＝すでに管理職の方を除く、問６で「３ どちらかといえばなりたくない」「４ なりたくない」とお答えの方。 

  

 令和３年度 （n=375）  令和元年度 （n=347）

54.9 

42.9 

36.8 

35.2 

31.2 

12.3 

11.5 

10.4 

5.1 

2.7 

4.0 

0.5 

51.0 

38.9 

31.1 

37.5 

32.0 

16.7 

10.4 

9.5 

2.6 

2.9 

5.5 

1.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

責任が重くなるのが嫌だから

自分の能力に自信がないから

今のままで不満はないから

仕事と家庭・地域活動の両立が困難だから

時間外労働が増えるから

メリットがないから

周囲に女性の管理職がおらず、

イメージが湧かないから

いつまでもこの会社で

働き続けるつもりがないから

同僚からねたまれるのが嫌だから

転勤があるから

その他

無回答
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１１．女性が管理職に就く際の障害【問７】 

全体では、「育児・介護・家事などにおける家族の支援が十分でない」が 43.5％と最も高く、次いで「育

児・介護・家事などにおける公的・私的サービスが十分ではない」が 35.4％、「長時間労働の改善が十分

でない」が 30.5％の順となっている。 

年代別でみると、いずれの年代も「育児・介護・家事などにおける家族の支援が十分でない」の割合が

最も高く、そのうち 30歳代が 52.6％と最も高くなっている。 

 

［図表 11-11-1］女性が管理職に就く際の障害（全体・年代別）≪ＭＡ≫ 

  

 全体 （n=768）  年代　 19歳以下 （n=2）  20歳代 （n=91）  30歳代 （n=154）

 40歳代 （n=249）  50歳代 （n=208）  60歳代以上 （n=63）

43.5 

35.4 

30.5 

28.0 

27.5 

23.0 

11.2 

3.5 

8.6 

50.0 

50.0 

50.0 

0.0 

50.0 

50.0 

50.0 

0.0 

0.0 

42.9 

33.0 

36.3 

26.4 

26.4 

25.3 

9.9 

3.3 

6.6 

52.6 

37.0 

35.7 

24.0 

25.3 

21.4 

13.6 

3.2 

5.8 

39.4 

32.5 

30.5 

30.5 

31.7 

22.9 

11.2 

4.8 

7.6 

41.3 

36.5 

22.6 

31.3 

26.0 

24.0 

8.2 

1.9 

11.1 

44.4 

42.9 

33.3 

20.6 

22.2 

20.6 

14.3 

4.8 

14.3 

0% 20% 40% 60% 80%

育児・介護・家事などにおける

家族の支援が十分でない

育児・介護・家事などにおける

公的・私的サービスが十分ではない

長時間労働の改善が十分でない

女性自身が管理職になることを希望しない

上司・同僚・部下・顧客が

女性リーダーを希望しない

必要な知識・経験・判断力を有する女性が少ない

管理職になると広域異動が増える

その他

無回答
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配偶者の有無別でみると、配偶者有、無ともに「育児・介護・家事などにおける家族の支援が十分でな

い」の割合が最も高く、配偶者有が 44.9％、配偶者無が 41.0％と配偶者有が配偶者無より 3.9ポイント高

くなっている。「育児・介護・家事などにおける公的・私的サービスが十分ではない」では配偶者無が配偶

者有より 7.9ポイント高くなっている。 

 

［図表 11-11-2］女性が管理職に就く際の障害（配偶者の有無別）≪ＭＡ≫ 

 

  

 全体 （n=768）  配偶者　有 （n=490）  無（n=271）

43.5 

35.4 

30.5 

28.0 

27.5 

23.0 

11.2 

3.5 

8.6 

44.9 

32.7 

30.0 

27.8 

25.9 

22.7 

13.3 

2.9 

9.4 

41.0 

40.6 

31.4 

28.4 

30.3 

23.2 

7.4 

4.8 

7.0 

0% 20% 40% 60% 80%

育児・介護・家事などにおける

家族の支援が十分でない

育児・介護・家事などにおける

公的・私的サービスが十分ではない

長時間労働の改善が十分でない

女性自身が管理職になることを希望しない

上司・同僚・部下・顧客が

女性リーダーを希望しない

必要な知識・経験・判断力を有する女性が少ない

管理職になると広域異動が増える

その他

無回答



第十一章 女性の活躍推進への意識について 

 - 115 - 

子どもの数別でみると、いずれの子どもの数も「育児・介護・家事などにおける家族の支援が十分でな

い」の割合が最も高く、そのうち 3人が 50.8％と最も高くなっている。 

 

［図表 11-11-3］女性が管理職に就く際の障害（子どもの数別）≪ＭＡ≫ 

 
 

  

 全体 （n=768）  子どもの数　 0人 （n=225）  1人 （n=118）

 2人 （n=278）  3人 （n=120）  4人以上 （n=8）

43.5 

35.4 

30.5 

28.0 

27.5 

23.0 

11.2 

3.5 

8.6 

44.9 

37.8 

33.3 

28.9 

31.6 

24.0 

7.6 

5.3 

5.3 

39.0 

35.6 

37.3 

30.5 

29.7 

25.4 

18.6 

1.7 

7.6 

42.1 

34.9 

28.8 

28.8 

24.8 

19.1 

8.6 

2.2 

10.8 

50.8 

33.3 

23.3 

23.3 

27.5 

25.0 

15.8 

3.3 

10.8 

37.5 

12.5 

25.0 

12.5 

25.0 

25.0 

0.0 

12.5 

25.0 

0% 20% 40% 60% 80%

育児・介護・家事などにおける

家族の支援が十分でない

育児・介護・家事などにおける

公的・私的サービスが十分ではない

長時間労働の改善が十分でない

女性自身が管理職になることを希望しない

上司・同僚・部下・顧客が

女性リーダーを希望しない

必要な知識・経験・判断力を有する女性が少ない

管理職になると広域異動が増える

その他

無回答
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雇用形態別でみると、正社員、非正社員ともに「育児・介護・家事などにおける家族の支援が十分でな

い」の割合が最も高く、正社員が 41.4％、非正社員が 52.6％と、非正社員が正社員より 11.2ポイント高

くなっている。「必要な知識・経験・判断力を有する女性が少ない」では正社員が非正社員より 7.8ポイン

ト高くなっている。 

 

［図表 11-11-4］女性が管理職に就く際の障害（雇用形態別）≪ＭＡ≫ 

 

  

 全体 （n=768）  正社員 （n=599）  非正社員（n=152）

43.5 

35.4 

30.5 

28.0 

27.5 

23.0 

11.2 

3.5 

8.6 

41.4 

35.6 

29.2 

28.7 

29.2 

24.2 

10.7 

3.7 

8.0 

52.6 

35.5 

34.2 

23.7 

21.7 

16.4 

13.8 

2.6 

11.2 

0% 20% 40% 60% 80%

育児・介護・家事などにおける

家族の支援が十分でない

育児・介護・家事などにおける

公的・私的サービスが十分ではない

長時間労働の改善が十分でない

女性自身が管理職になることを希望しない

上司・同僚・部下・顧客が

女性リーダーを希望しない

必要な知識・経験・判断力を有する女性が少ない

管理職になると広域異動が増える

その他

無回答
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 前回の調査と比較すると、今回の調査は前回の調査より「女性自身が管理職になることを希望しない」

の割合が 3.9ポイント増加している。 

 

［図表 11-11-5］女性が管理職に就く際の障害（前回調査との比較）≪ＭＡ≫ 

 

※平成 27年度回答者母数＝女性回答者のみ。 

  

 令和３年度 （n=768）  令和元年度 （n=672）  平成27年度 （n=242）

43.5 

35.4 

30.5 

28.0 

27.5 

23.0 

11.2 

3.5 

8.6 

42.6 

33.2 

32.0 

24.1 

28.0 

24.7 

12.4 

4.5 

6.0 

58.7 

57.4 

45.9 

18.2 

48.8 

15.7 

21.1 

2.5 

4.1 

0% 20% 40% 60% 80%

育児・介護・家事などにおける

家族の支援が十分でない

育児・介護・家事などにおける

公的・私的サービスが十分ではない

長時間労働の改善が十分でない

女性自身が管理職になることを希望しない

上司・同僚・部下・顧客が

女性リーダーを希望しない

必要な知識・経験・判断力を有する女性が少ない

管理職になると広域異動が増える

その他

無回答
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１２．女性が管理職に就くための研修への参加の考え【問８】 

全体では、「参加したい」が 25.9％、「参加したいと思わない」が 71.2％となっている。 

年代別でみると、いずれの年代も「参加したいと思わない」が最も高くなっている。「参加したい」では

30歳代が 38.3％と最も高く、60歳代以上では 14.3％と最も低くなっている。 

配偶者の有無別でみると、余り大きな差はみられず、「参加したい」では配偶者有が 26.7％、配偶者無

が 24.4％となっている。 

 

［図表 11-12-1］女性が管理職に就くための研修への参加の考え（全体・年代別）≪ＳＡ≫ 

 

 

 

［図表 11-12-2］女性が管理職に就くための研修への参加の考え（配偶者の有無別）≪ＳＡ≫ 

 
 

 

  

 参加したい  参加したいと思わない  無回答

25.9 

0.0 

19.8 

38.3 

24.5 

25.0 

14.3 

71.2 

100.0 

80.2 

60.4 

73.1 

71.2 

76.2 

2.9 

0.0 

0.0 

1.3 

2.4 

3.8 

9.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 （n=768）

年代

19歳以下 （n=2）

20歳代 （n=91）

30歳代 （n=154）

40歳代 （n=249）

50歳代 （n=208）

60歳代以上 （n=63）

 参加したい  参加したいと思わない  無回答

25.9 

26.7 

24.4 

71.2 

70.8 

72.3 

2.9 

2.4 

3.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 （n=768）

配偶者 有 （n=490）

無（n=271）
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子どもの数別でみると、いずれの子どもの数も「参加したいと思わない」が最も高く、「参加したい」で

は 0人から 3人まで 25％前後にとどまっている。 

雇用形態別でみると、「参加したい」では正社員が 29.0％、非正社員が 14.5％と正社員が非正社員より

14.5ポイント高くなっている。 

 前回の調査と比較すると、今回の調査は前回の調査と比べて大きな変化はみられない。 

 

［図表 11-12-3］女性が管理職に就くための研修への参加の考え（子どもの数別）≪ＳＡ≫ 

 

 

［図表 11-12-4］女性が管理職に就くための研修への参加の考え（雇用形態別）≪ＳＡ≫ 

 
 

［図表 11-12-5］女性が管理職に就くための研修への参加の考え（前回調査との比較）≪ＳＡ≫ 

  

 参加したい  参加したいと思わない  無回答

25.9 

23.1 

28.8 

26.3 

25.0 

50.0 

71.2 

76.0 

69.5 

69.1 

70.8 

50.0 

2.9 

0.9 

1.7 

4.7 

4.2 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 （n=768）

子どもの数

0人 （n=225）

1人 （n=118）

2人 （n=278）

3人 （n=120）

4人以上 （n=8）

 参加したい  参加したいと思わない  無回答

25.9 

29.0 

14.5 

71.2 

68.4 

81.6 

2.9 

2.5 

3.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 （n=768）

正社員 （n=599）

非正社員（n=152）

 参加したい  参加したいと思わない  無回答

25.9 

25.1 

71.2 

70.8 

2.9 

4.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和３年度 （n=768）

令和元年度 （n=672）
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１３．キャリアアップへの考え方【問９】 

全体では、「目標があれば、仕事にやりがいが出る」が 33.9％と最も高く、次いで「特に興味はない」が

29.2％、「普段から自己研鑽に努めるべきだと思う」が 21.5％の順となっている。 

年代別でみると、20 歳代、30 歳代、50 歳代では「目標があれば、仕事にやりがいが出る」の割合が最

も高く、40歳代、60歳代以上では「特に興味はない」が最も高くなっている。 

配偶者の有無別でみると、余り大きな差はみられず、配偶者有、無ともに「目標があれば、仕事にやり

がいが出る」の割合が最も高く、配偶者有では 34.1％、配偶者無では 33.6％となっている。 

 

［図表 11-13-1］キャリアアップへの考え方（全体・年代別）≪ＳＡ≫ 

 

 

 

［図表 11-13-2］キャリアアップへの考え方（配偶者の有無別）≪ＳＡ≫ 

  

 特に興味はない  したいと思うが努力が報われないと思う

 普段から自己研鑽に努めるべきだと思う  目標があれば、仕事にやりがいが出る

 その他  無回答

29.2 

50.0 

31.9 

20.1 

30.1 

29.3 

42.9 

12.1 

0.0 

6.6 

14.3 

12.9 

13.9 

4.8 

21.5 

0.0 

17.6 

20.1 

22.9 

23.6 

19.0 

33.9 

50.0 

44.0 

43.5 

29.7 

30.3 

23.8 

1.3 

0.0 

0.0 

1.3 

2.4 

0.5 

1.6 

2.1 

0.0 

0.0 

0.6 

2.0 

2.4 

7.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 （n=768）

年代

19歳以下 （n=2）

20歳代 （n=91）

30歳代 （n=154）

40歳代 （n=249）

50歳代 （n=208）

60歳代以上 （n=63）

 特に興味はない  したいと思うが努力が報われないと思う

 普段から自己研鑽に努めるべきだと思う  目標があれば、仕事にやりがいが出る

 その他  無回答

29.2 

29.6 

28.0 

12.1 

11.2 

13.7 

21.5 

22.2 

20.7 

33.9 

34.1 

33.6 

1.3 

1.0 

1.8 

2.1 

1.8 

2.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 （n=768）

配偶者 有 （n=490）

無（n=271）
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 特に興味はない  したいと思うが努力が報われないと思う

 普段から自己研鑽に努めるべきだと思う  目標があれば、仕事にやりがいが出る

 その他  無回答

29.2 

29.8 

28.0 

28.1 

31.7 

25.0 

12.1 

9.8 

15.3 

11.5 

14.2 

12.5 

21.5 

24.4 

22.0 

16.2 

26.7 

25.0 

33.9 

32.9 

32.2 

39.6 

25.0 

37.5 

1.3 

2.2 

0.8 

1.1 

0.8 

0.0 

2.1 

0.9 

1.7 

3.6 

1.7 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 （n=768）

子どもの数

0人 （n=225）

1人 （n=118）

2人 （n=278）

3人 （n=120）

4人以上 （n=8）

 特に興味はない  したいと思うが努力が報われないと思う

 普段から自己研鑽に努めるべきだと思う  目標があれば、仕事にやりがいが出る

 その他  無回答

29.2 

27.9 

33.6 

12.1 

11.9 

13.8 

21.5 

22.4 

19.1 

33.9 

35.6 

27.6 

1.3 

0.8 

2.0 

2.1 

1.5 

3.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 （n=768）

正社員 （n=599）

非正社員（n=152）

 特に興味はない  したいと思うが努力が報われないと思う

 普段から自己研鑽に努めるべきだと思う  目標があれば、仕事にやりがいが出る

 その他  無回答

29.2 

27.2 

12.1 

12.6 

21.5 

24.1 

33.9 

32.1 

1.3 

1.8 

2.1 

2.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和３年度 （n=768）

令和元年度 （n=672）

子どもの数別でみると、3 人を除くいずれの子どもの数も「目標があれば、仕事にやりがいが出る」の

割合が最も高く、そのうち 2人が 39.6％と最も高くなっている。3人では「特に興味はない」が 31.7％と

最も高くなっている。 

雇用形態別でみると、正社員は「目標があれば、仕事にやりがいが出る」が 35.6％と最も高く、非正社

員では「特に興味はない」が 33.6％と最も高くなっている。 

 前回の調査と比較すると、今回の調査は前回の調査と比べて大きな変化はみられず、ともに「目標があ

れば、仕事にやりがいが出る」の割合が最も高くなっている。 

 

［図表 11-13-3］キャリアアップへの考え方（子どもの数別）≪ＳＡ≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［図表 11-13-4］キャリアアップへの考え方（雇用形態別）≪ＳＡ≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［図表 11-13-5］キャリアアップへの考え方（前回調査との比較）≪ＳＡ≫ 
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１４．キャリアアップできる環境があるか【問１０】 

全体では、「環境が整っていないし、整ったとしてもキャリアアップは目指さない」が 36.8％と最も高

く、次いで「環境は整っているが、キャリアアップは目指していない」が 26.2％、「環境は整っていない

が、キャリアアップは目指している」が 18.5％の順となっている。 

年代別でみると、年齢が高くなるにつれて概ね「環境が整っていないし、整ったとしてもキャリアアッ

プは目指さない」の割合が高くなり、60歳代以上で 46.0％となっている。『目指している』（「環境が整っ

ており、キャリアアップを目指している」「環境は整っていないが、キャリアアップを目指している」の合

計）では 30歳代が 42.2％と最も高くなっている。 

 

［図表 11-14-1］キャリアアップできる環境があるか（全体・年代別）≪ＳＡ≫ 

 
 

 

 

 

 

  

 環境が整っており、キャリアアップを目指している

 環境は整っていないが、キャリアアップは目指している

 環境は整っているが、キャリアアップは目指していない

 環境が整っていないし、整ったとしてもキャリアアップは目指さない

 無回答

13.4 

0.0 

18.7 

18.2 

11.2 

13.0 

4.8 

18.5 

0.0 

19.8 

24.0 

17.3 

15.9 

17.5 

26.2 

0.0 

31.9 

29.2 

28.1 

22.6 

14.3 

36.8 

100.0 

28.6 

26.0 

39.8 

41.8 

46.0 

5.1 

0.0 

1.1 

2.6 

3.6 

6.7 

17.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 （n=768）

年代

19歳以下 （n=2）

20歳代 （n=91）

30歳代 （n=154）

40歳代 （n=249）

50歳代 （n=208）

60歳代以上 （n=63）
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配偶者の有無別でみると、余り大きな差はみられず、配偶者有、無ともに「環境が整っていないし、整

ったとしてもキャリアアップは目指さない」の割合が最も高くなっている。 

子どもの数別でみると、いずれの子どもの数も「環境が整っていないし、整ったとしてもキャリアアッ

プは目指さない」の割合が最も高くなっている。『目指している』では 1 人が 37.3％と最も高くなってい

る。 

 

［図表 11-14-2］キャリアアップできる環境があるか（配偶者の有無別）≪ＳＡ≫ 

 

 

［図表 11-14-3］キャリアアップできる環境があるか（子どもの数別）≪ＳＡ≫ 

  

 環境が整っており、キャリアアップを目指している

 環境は整っていないが、キャリアアップは目指している

 環境は整っているが、キャリアアップは目指していない

 環境が整っていないし、整ったとしてもキャリアアップは目指さない

 無回答

13.4 

13.9 

12.5 

18.5 

18.2 

19.6 

26.2 

25.7 

26.9 

36.8 

36.9 

36.5 

5.1 

5.3 

4.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 （n=768）

配偶者 有 （n=490）

無（n=271）

 環境が整っており、キャリアアップを目指している

 環境は整っていないが、キャリアアップは目指している

 環境は整っているが、キャリアアップは目指していない

 環境が整っていないし、整ったとしてもキャリアアップは目指さない

 無回答

13.4 

15.1 

10.2 

13.3 

13.3 

25.0 

18.5 

15.1 

27.1 

18.0 

16.7 

12.5 

26.2 

28.4 

24.6 

23.4 

27.5 

25.0 

36.8 

37.3 

33.9 

38.1 

38.3 

37.5 

5.1 

4.0 

4.2 

7.2 

4.2 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 （n=768）

子どもの数

0人 （n=225）

1人 （n=118）

2人 （n=278）

3人 （n=120）

4人以上 （n=8）
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雇用形態別でみると、『目指している』では正社員が 35.7％、非正社員が 17.7％と正社員が非正社員よ

り 18.0ポイント高くなっている。 

 前回の調査と比較すると、今回の調査は前回の調査より「環境が整っていないし、整ったとしてもキャ

リアアップは目指さない」の割合が 5.6ポイント減少している。 

 

［図表 11-14-4］キャリアアップできる環境があるか（雇用形態別）≪ＳＡ≫ 

 

 

 

［図表 11-14-5］キャリアアップできる環境があるか（前回調査との比較）≪ＳＡ≫ 

 

 

  

 環境が整っており、キャリアアップを目指している

 環境は整っていないが、キャリアアップは目指している

 環境は整っているが、キャリアアップは目指していない

 環境が整っていないし、整ったとしてもキャリアアップは目指さない

 無回答

13.4 

16.2 

3.9 

18.5 

19.5 

13.8 

26.2 

24.4 

34.2 

36.8 

36.4 

36.8 

5.1 

3.5 

11.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 （n=768）

正社員 （n=599）

非正社員（n=152）

 環境が整っており、キャリアアップを目指している

 環境は整っていないが、キャリアアップは目指している

 環境は整っているが、キャリアアップは目指していない

 環境が整っていないし、整ったとしてもキャリアアップは目指さない

 無回答

13.4 

14.3 

18.5 

17.1 

26.2 

21.0 

36.8 

42.4 

5.1 

5.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和３年度 （n=768）

令和元年度 （n=672）
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１５．キャリアアップに必要な支援【問１０－１】 

全体では、「信頼できるメンター(相談相手、指導者)の存在」が 63.3％と最も高く、次いで「キャリア

アップのための事業所における研修機会の提供」が 44.5％、「より自分の専門性を活かした働き方ができ

る職場環境」が 34.3％の順となっている。 

前回の調査と比較すると、今回の調査は前回の調査より「信頼できるメンター(相談相手、指導者)の存

在」の割合が 7.8ポイント増加している。 

 

［図表 11-15-1］キャリアアップに必要な支援（全体・前回調査との比較）≪ＭＡ≫ 

 
※回答者母数＝問１０で「１ 環境が整っており、キャリアアップを目指している」 

「２ 環境は整っていないが、キャリアアップは目指している」とお答えの方。 

 

 

 令和３年度 （n=245）  令和元年度 （n=211）

63.3 

44.5 

34.3 

31.0 

5.3 

1.6 

55.5 

44.5 

35.5 

30.3 

2.8 

3.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

信頼できるメンター(相談相手、指導者)の存在

キャリアアップのための事業所に

おける研修機会の提供

より自分の専門性を活かした

働き方ができる職場環境

ロールモデル(目指したい先輩)の存在

その他

無回答


